　第１類　総　　規

第１章　通　則

○東十勝消防事務組合規約（昭和45年９月１日制定）

○東十勝消防事務組合の休日を定める条例（平成６年条例第２号）

第２章　公告式

○東十勝消防事務組合公告式条例（昭和46年条例第３号）

第３章　表　彰

○東十勝消防事務組合消防団員等表彰規程（昭和50年訓令第３号）

〇東十勝消防事務組合職員表彰規程（昭和56年訓令第11号）

○東十勝消防事務組合無火災表彰内規（昭和50年内規第１号）
第１類　総　　規
第１章　通　則
○東十勝消防事務組合規約

（昭和45年９月１日　地方第1812号指令）
改正

	昭和50年３月４日

昭和54年４月19日

昭和57年７月15日
	平成４年２月28日
平成９年２月24日

平成19年１月23日


（組合の名称）
第1条 この組合は、東十勝消防事務組合（以下「組合」という。）という。

（組合を組織する地方公共団体）

第２条　組合は、次の関係町をもって組織する。
幕別町・池田町・豊頃町・浦幌町
（組合の共同処理する事務）

第３条　組合は、消防に関する事務を共同処理する。
（組合の事務所の位置）

第４条　組合の事務所は、中川郡幕別町錦町90番地に置く。
（組合の議会の組織及び議員の選挙の方法）
第５条　組合の議会の議員（以下「組合議員」という。）の定数は、12人とする。
２　組合議員は、関係町の議会の議員のうちから、当該町の議会において選挙した者とし、その定数区分は次のとおりとする。
幕別町３人・池田町３人・豊頃町３人・浦幌町３人
（組合議員の任期）

第６条　組合議員の任期は、関係町の議会の議員としての任期による。
（組合議員の補充）
第６条の２　組合議員に欠員を生じたときは、その組合議員の属していた関係町の議会において速かにこれを補充しなければならない。
（議長及び副議長）

第７条　組合の議会は、組合議員の中から議長及び副議長各１人を選挙しなければならない。

２　議長及び副議長の任期は、組合議員の任期による。
（組合の執行機関の組織及び選任の方法）
第８条　この組合に組合長１人、副組合長４人及び会計管理者１人を置く。
２　組合長は、関係町の長が互選する。
３　副組合長は、組合長の選任された以外の関係町の長及び組合長の属する関係町の副町長をもって充てる。
４　会計管理者は、組合長の属する関係町の会計管理者をもって充てる。
（組合長等の職務）
第９条　組合長は、組合を統轄しこれを代表する。
２　副組合長は、組合長を補佐し、組合長に事故あるとき又は、組合長が欠けたときは、その職務を代理する。
３　会計管理者は、組合の出納、その他の会計事務を掌る。
（組合長等の任期）
第10条　組合長の任期は、関係町の長の任期による。
２　副組合長の任期は、関係町のその職の任期とする。
（補助職員）
第11条　組合に消防吏員及びその他の職員（以下「消防職員」という。）を置き、その定数は、条例で定める。
２　消防長は、組合長が任免し、消防長以外の消防職員は、組合長の承認を得て消防長が任免する。
（監査委員）

第12条　この組合に、監査委員２人を置く。
２　監査委員は、組合長が組合議会の同意を得て、識見を有する者及び組合議員のうちから各１人を選任する。
３　監査委員の任期は、識見を有する者のうちから選任される者にあっては、４年とし、組合議員のうちから選任される者にあっては、組合議員としての任期による。ただし、後任者が選任されるまでの間は、その職務を行なうことを妨げない。
（組合の経費の支弁方法）

第13条　組合の経費は、関係町の分担金・補助金及びその他の収入をもって充てる。
２　前項の分担金の割合は、次のとおりとする。
(1)　議会費は、均等割とする。
(2)　消防施設費については、組合議会の議決により、定める。
(3)　前号以外の経費については、関係町の人口割、市街地密集地の面積割及び財政割等を基礎として、組合議会の議決により定める。
（その他）

第14条　その他必要な事項は、組合長がこれを定める。
附　則
この規約は、北海道知事の許可のあった日から施行する。
附　則（昭和50年３月４日）

この規約は、北海道知事の許可の日から施行する。
附　則（昭和54年４月19日）

この規約は、北海道知事の許可の日から施行する。
附　則（昭和57年７月15日）

この規約は、北海道知事の許可の日から施行する。
附　則（平成４年２月28日）

この規約は、北海道知事の許可の日から施行する。
附　則（平成９年２月24日）
この規約は、北海道知事の許可の日から施行する。

　　　附　則（平成19年１月23日）

　（施行期日）

１　この規約による改正後の東十勝消防事務組合規約（以下「新規約」という。）第８条から第10条までの規定については、平成19年４月１日から施行し、新規約第５条の規定は関係町毎に次の一般選挙から施行する。

（収入役に関する経過措置）

２　地方自治法の一部を改正する法律（平成18年法律第53号）附則第３条第１項の規定により収入役が在職するものとされた場合においては、改正後の東十勝消防事務組合規約第８条第１項及び第４項並びに第９条第３項の規定は適用せず、改正前の東十勝消防事務組合規約第８条第１項及び第４項並びに第９条第３項の規定は、なおその効力を有する。
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【関連】

○東十勝消防事務組合議会の定例会の回数を定める条例
○東十勝消防事務組合議会定例会規則
〇東十勝消防事務組合議会会議規則
○東十勝消防事務組合消防本部及び消防署等の設置等に関する条例
○東十勝消防事務組合消防本部に関する規則
○東十勝消防事務組合組合長の職務を代理する副組合長の順序に関する規則
○東十勝消防事務組合消防職員定数条例
○東十勝消防事務組合消防職員定数規則
○東十勝消防事務組合議会の議員及び非常勤特別職職員等の報酬及び費用弁償等に関する条例
○東十勝消防事務組合の休日を定める条例
（平成６年３月25日　条例第２号）
（組合の休日）

第１条　次の各号に掲げる日は、組合の休日とし、組合の機関の執務は、原則として行わないものとする。
(1)　日曜日及び土曜日
(2)　国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第178号）に規定する休日
(3)　12月31日から翌年の１月５日までの日（前号に掲げる日を除く。）

２　前項の規定は、組合の休日に組合の機関がその所掌事務を遂行することを妨げるものではない。
（期限の特例）

第２条　組合に対する申請、届出その他の行為の期限で条例又は規則で規定する期間（時をもって定める期間を除く。）をもって定めるものが組合の休日に当たるときは、組合の休日の翌日をもってその期限とみなす。ただし、条例又は規則に別段の定めがある場合は、この限りでない。
附　則
この条例は、平成６年４月１日から施行する。
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【関連】

○東十勝消防事務組合職員の勤務時間及び休日休暇に関する条例
○東十勝消防事務組合職員の勤務時間及び休日休暇に関する規則
第２章　公告式
○東十勝消防事務組合公告式条例
（昭和46年１月16日　条例第３号）

改正

	昭和57年７月13日　条例第２号
	


（この条例の目的）

第１条　地方自治法（昭和22年法律第67号）の規定に基づく公告式は、この条例の定めるところによる。
（条例の公布）

第２条　条例を公布しようとするときは、公布の旨の前文及び年月日を記入してその末尾に組合長が署名しなければならない。
２　条例の公布は、別表の掲示場に掲示して行なう。
（規則の公布）

第３条　前条の規定は、規則の公布に準用する。
（規程の公表）

第４条　規則を除くほか、組合長の定める規程を公表しようとするときは、制定又は公表の旨の前文、年月日及び組合長名を記入して、組合長印をおさなければならない。
２　第２条第２項の規定は、前項の規程にこれを準用する。
（組合の機関の定める規則及び規程の公表）

第５条　第２条の規定は、組合の機関の定める規則で公表を要するものについて準用する。この場合において同条第１項中「組合長」とあるのは「当該機関または当該機関を代表する者」と読み替えるものとする。
２　第４条の規定は組合の機関の定める規程で公表を要するものについて準用する。この場合において同条第１項中「組合長」とあるのは「当該機関名または当該機関を代表する者の氏名」と、「組合長印」とあるのは「当該機関の印又は当該機関を代表する者の印」と読み替えるものとする。
第６条　規則又は組合の機関の定める規則若しくは規程は、それぞれ当該規則又は規程をもって特に施行期日を定めることができる。
附　則
この条例は、公布の旧から施行する。
附　則（昭和57年７月13日条例第２号）
この条例は、昭和57年７月15日から施行する。
別表
掲示場所
東十勝消防事務組合掲示場　　中川郡幕別町錦町90番地
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【関連】

○東十勝消防事務組合消防本部、消防署処務規程
○東十勝消防事務組合等の公印に関する規程
○東十勝消防事務組合財政状況の作成及び公表に関する条例
第３章　表　彰
○東十勝消防事務組合消防団員等表彰規程
（昭和50年４月１日　訓令第３号）

改正

	昭和54年11月12日　規程第１号

昭和60年９月20日　規程第３号

昭和62年４月１日　訓令第１号

昭和63年３月31日　規程第１号
	


第１条　この規程は、東十勝消防事務組合消防団員等の消防表彰について定めることを目的とする。
第２条　表彰の区分は次のとおりとする。
(1)　永年勤続表彰
ア　５年以上勤続し、特に功労のあったもの
イ　10年以上勤続し、特に功労のあったもの
ウ　20年以上勤続し、特に功労のあったもの
エ　30年以上勤続し、特に功労のあったもの
(2)　精勤表彰
ア　出動回数150回以上
イ　出動回数300回以上
ウ　出動回数500回以上
(3)　功労表彰
ア　班長以上幹部で、幹部として10年以上勤続し特に功労のあったもの
イ　火災その他の災害に際して功労抜群なるもの
ウ　紀律厳正、勤務に精励し消防に関する知識及び技術に熟達し他の模範であると認められたもの
エ　消防上の施設改善をはかり、その功労顕著であると認めるもの
(4)　退職表彰
15年以上勤続して退職した消防団員でその功労が顕著であると認めたもの
(5)　消防協力表彰
消防団員以外の個人又は団体で次の各号の一に該当し、特に功労が認められたもの
ア　火災の早期発見
イ　水火災その他の予防警戒防ぎょ
ウ　その他消防に対してなした協力
第３条　前条の表彰の基準は次に定めるところによる。
２　前条第１号の永年勤続表彰及び前条第３号アの功労表彰については出動率70％以上とする。
第４条　表彰は、毎年当該年中（殉職の団員に対しては殉職時）の功労に基き、翌年の出初式の際行う。組合長等が必要と認めたときはそのつど行うことができる。
第５条　死亡者の表彰は次に定めるところによる。
２　表彰を受けるべき者が表彰を受ける前に死亡したときは、生前の日にさかのぼり表彰する。この場合の表彰はその遺族に贈与する。
３　前項の遺族とは被表彰者の配偶者、子、父母、祖父母、兄弟姉妹の順により、被表彰者の死亡当時同一世帯にあったものをいう。
第６条　表彰を受けるべき者が、表彰前に次の各号の一に該当するときは表彰は行わない。
(1)　刑事事件に関し、起訴されたとき。
(2)　懲戒処分により停職を命ぜられ、又は職を免ぜられたとき。
２　被表彰者の団員が在職中職務を著しく怠り又は破廉恥の行為があったときは、表彰を取消すことがある。
第７条　消防団長は表彰に該当すると認められるものがあるときは11月末日（第２条第４号及び第５号、並びに第４条による表彰を適当と認めるときはそのつど）までに功労実績を明らかにし文書（永年勤続表彰については、様式第１号及び第２号、功労及び退職表彰については、様式第１号、第４号及び第５号、消防協力表彰については、様式第１号及び第６号又は第７号）により、組合長に申請をしなければならない。ただし、第２条第５号の該当者については消防長又は消防署長がこれを行うものとする。
２　表彰の基準日は、次のとおりとする。
(1)　第２条第１号の表彰は、12月末日現在
(2)　第２条第２号の表彰は、10月末日現在
(3)　第２条第３号の表彰は、12月末日現在
(4)　前号以外の表彰は、その都度
第８条　この規程に定める表彰は組合長が行う。ただし、第２条第１号ア該当者については消防団長が行うものとし、同条第５号該当者については消防長が行うことができる。
第９条　表彰にあたり別表第１の区分により表彰状（感謝状）と記念品を贈呈する。
２　表彰状（感謝状）及び徽章は、別表第２のとおりとする。
第10条　この規程に定めるもののほか、必要な事項は組合長が定める。
附　則
１　この規程は、昭和50年４月１日から施行する。ただし従前の規程によって現に表彰を受けたものはこの規程により表彰を受けたものとみなす。
２　この規程施行の際現に消防団員としての勤続年数のある者についてはその年数を通算する。
３　精勤表彰の回数については昭和46年４月１日以後の出動回数とする。
附　則（昭和54年11月12日規程第１号）

この規程は、公布の日から施行する。
附　則（昭和6O年９月20日規程第３号）
この規程は、公布の日から施行する。
附　則（昭和62年４月１日訓令第１号）

この規程は、昭和62年４月１日から施行する。
附　則（昭和63年３月31日規程第１号）
この規程は、昭和63年４月１日から施行する。

別表第１（第９条関係）
	表彰区分
	表彰
	記念品

	永年勤続表彰（第２条第１号ア該当者）
	表彰状
	組合長が定める。

	〃　　　（第２条第１号イウエ該当者）
	表彰状・勤続章
	〃

	精勤表彰（第２条第２号該当者）
	表彰状・精勤章
	

	功労表彰（第２条第３号該当者）
	表彰状・功労章
	

	退職表彰（第２条第４号該当者）
	感謝状
	組合長が定める。

	消防協力表彰（第２条第５号該当者）
	〃
	〃


別表第２　表彰状及び徽章（第９条第２項関係）
(1)　永年勤続の場合


勤続章

勤続10年以上　　　　　勤続20年以上　　　　　　勤続30年以上
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(2)　精勤の場合


精勤章

150回以上出動　　　　300回以上出動　　　　　　500回以上出動
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(3)　功労の場合


功労章
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(4)　退職及び消防協力の場合
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【関連】

〇東十勝消防事務組合職員表彰規程
○東十勝消防事務組合無火災表彰内規
○東十勝消防事務組合幼年少年婦人防火協議会表彰要綱
【様式】

様式第１号（第７条関係）　消防表彰上申書
様式第２号（第７条関係）　勤続表彰調書
様式第３号（第７条関係）　精勤表彰調書
様式第４号（第７条関係）　功労調書
様式第５号（第７条関係）　履歴書
様式第６号（第７条関係）　消防協力者表彰調査表
様式第７号（第７条関係）　消防協力団体表彰調査表
○東十勝消防事務組合職員表彰規程
（昭和56年４月１日　訓令第11号）

改正

	昭和62年４月１日　訓令第２号
平成２年３月30日　規程第２号
平成９年12月26日　訓令第３号
	


（趣旨）
第１条　東十勝消防事務組合職員（以下「職員」という。）の表彰については、この規程の定めるところによる。
（職員の定義）
第２条　この規程において、職員とは東十勝消防事務組合消防職員定数条例（昭和46年条例第６号）第２条に規定する職員をいう。
（表彰）
第３条　職員が次の各号の一に該当するときは、これを表彰する。ただし、派遣職員にあっては、構成町の表彰規程に基づき被表彰者となった場合、これが、表彰を受けたものとみなす。
(1)　職務に関して特に有益な発明、考案又は改良したとき。
(2)　業務上危害を未然に防止し、又は変事に際し特に功績があったとき。
(3)　勤務成績が特に優秀であって他の模範とするとき。
(4)　次に掲げる在職年数を良好な成績で勤務したとき。
ア　勤続　　30年
(5)　その他表彰することが適当と認められるとき。
（表彰の方法）
第４条　前条による披表彰者には、表彰状のほか記念品を贈ることが出来る。
（勤続年数の算定）

第５条　第３条第４号の勤続年数の算定は、次の各号によりこれを計算する。
(1)　勤続年数は採用の日からこれを起算する。
(2)　構成町における在職期間を合算する。
(3)　１か月に満たない端数は1か月とする。
（表彰の決定）
第６条　消防長又は消防署長は第３条に定める該当者があると認めるときは、巧労の内容を記載した第１号様式により組合長に具申するものとし、組合長は内容を審査し表彰を決定する。
（表彰の時期）
第７条　表彰は、毎年４月１日現在により行う。ただし、特別の事情があるときは、その時期に行うことができる。
（履歴事項）
第８条　職員の受けた表彰は、これを職員履歴事項にする。
２　表彰を受けた職員が懲戒処分を受け、又は刑事事件等により起訴された場合は履歴事項を取り消すことができる。

附　則
（施行）
１　この規程は、昭和56年４月１日から施行する。
（経過規定）
２　この規程施行のとき、既に構成町の表彰規程に基づき被表彰者となった者は、この規程第３条に定める在職表彰を受けた者とみなす。
３　この規程施行後第１回目に行われる表彰の被表彰者は、前項の適用分を除き、それぞれの在職年数により規程第３条の基準により決定するものとする。
附　則（昭和62年４月１日訓令第２号）
この規程は、昭和62年４月１日から施行する。

附　則（平成２年３月30日規程第２号）

この規程は、平成２年４月１日から施行する。
附　則（平成９年12月26日訓令第３号）
この訓令は、平成10年１月１日から施行する。
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【関連】

○東十勝消防事務組合消防団員等表彰規程
○東十勝消防事務組合無火災表彰内規
○東十勝消防事務組合幼年少年婦人防火協議会表彰要綱
【様式】

第１号様式（第６条関係）　職員表彰申請書
○東十勝消防事務組合無火災表彰内規
（昭和50年11月27日　内規第１号）
改正

	昭和51年１月１日
昭和54年10月11日

昭和56年４月１日

昭和57年２月25日
	昭和61年６月１日
平成12年４月１日


（趣旨）

１　分団における火災の予防査察及び火災予防運動の行事が確実に実施され、このため区域住民の火災予防に対する認識が強く無火災又はこれに準ずるような成果を挙げている分団に対し、これを表彰する。
（表彰基準）

２　表彰は次の各号の基準に該当する分団に対し組合長が行う。
(1)　無火災表彰は、基準日を12月31日とし別表第１に掲げる無火災に定める期間、火災（車両火災を除く）の発生がない場合に表彰する。又この期間、火災の発生が1件以下の場合は準無火災の表彰をするが基準に該当しても大火となった場合は表彰しない。
(2)　無火災期間の計算は、１月１日若しくは火災発生の日の翌日から起算して無人災期間達成の日まで行うものとし、その翌日から12月31日までの日数は除き、翌年から改めて計算する。
(3)　連続無火災５年（世帯数1000戸以上の場合は無火災２回準無火災１回）を達成したときは別表第２の表彰旗を授与するものとする。ただし、表彰旗を授与した分団で第２回目以降の表彰は、表彰状と竿頭授を授与する。
(4)　無火災、準無火災の表彰状は別表第３とし、これに別表第４の竿頭授を授与するものとする。
（表彰手続）

３　分団長は、前項に該当するときは次の書類を提出しなければならない。
(1)　分団の状況
イ　分団の名称
ロ　分団の受け持ち区域の面積、地区名及び戸数
ハ　分団の定員及び実員
(2)　無火災又は準無火災の状況
(3)　火災予防査察の実施状況
(4)　火災予防運動の行事実施状況
(5)　その他参考事項
附　則
この内規は、昭和50年11月27日から適用する。
附　則（昭和51年１月１日）

この内規は、昭和51年１月１日から適用する。
附　則（昭和54年10月11日）
この内規は、昭和54年10月11日から適用する。

附　則（昭和56年４月１日）

この内規は、昭和56年４月１日から適用する。
附　則（昭和57年２月25日）
この内規は、昭和57年２月25日から適用する。
附　則（昭和61年６月１日）
この内規は、昭和61年６月１日から適用する。
附　則（平成12年４月１日）
この内規は、平成12年４月１日から施行する。
別表第１

無火災期間基準表
	世　帯　数
	無火災期間

	　　　　 ～　500未満
	24ヵ月

	500以上～1,000未満
	18ヵ月

	1,000以上～2,000未満
	12ヵ月

	2,000以上～3,500未満
	10ヵ月

	3,500以上～5,500未満
	８ヵ月

	5,500以上～8,000未満
	６ヵ月

	8,000以上～
	４ヵ月


別表第２
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別表第３


別表第４
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【関連】

○東十勝消防事務組合消防団員等表彰規程
〇東十勝消防事務組合職員表彰規程
○東十勝消防事務組合幼年少年婦人防火協議会表彰要綱
表　彰　状


殿


あなたは消防団員として　　年以上


勤続され　この間職務に精励された


功績は誠に大であります


ここに（勤続章と）記念品を贈り


表彰します


年　月　日


東十勝消防事務組合


組 合 長


（消防団長）





表　彰　状


殿


あなたは消防団員として　　回以上


出動され　よく職責を尽くし　その功績誠に大なるものがあり他の模範であります


ここに精勤章を贈り表彰します


年　月　日


東十勝消防事務組合


組 合 長





表　彰　状


殿


（功労の内容を記載）














ここに功労章を贈り表彰します


年　月　日


東十勝消防事務組合


組 合 長





感　謝　状


殿


（功労の内容を記載）











ここに記念品を贈り感謝の意を表します


年　月　日


東十勝消防事務組合


組 合 長


（消 防 長）





表　彰　状


○○消防団○○分団


無火災


貴分団精励格勤克く地域の火災予防に尽力され、　　　　年　　月　　日から　　　　年　　月　　日まで頭書の成果を収めた功績は他の模範であります


よってここに表彰します


　　　　年　　月　　日


東十勝消防事務組合


組合長　　　　　　　　　　　� eq \o\ac(○,印)�
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